
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 4年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法 レスキュー・ハブ

1 事業の成果
(1)繁華街でのアウトリーチ活動約 104回実施、40名 の女性に対し具体的な支援を提供した。
(2)公的機関、外部団体との協働等については約 25の機関 (警察、自治体、法律事務所、宗教法
人、就労支援機関、民間支援団体、医療機関、大学等)と の協働を実施。

(3)啓発、政策提言等、メディア掲載 9回、研修講師 1回、講演 1回実施。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 7,372】 千円)

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【    】千円)

疋款 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

支盃
対象者
人数

事業費
(千円)

対面アウ トリ
ーチの実施 と
性 に係 る困難
や生きづ らさ
を抱 える青少
年への支援の
提供

街頭アウ トリーチを実施
し、左記の状況を抱える青
少年への孤立や被害の深刻
化を防ぐため、声かけ、相
談カー ドの配布などを実
施。相談に繋がれば、的確
な社会資源へと繋げる。

週 2回

新宿区歌

舞 伎 町

1-2~丁
´
目

約

20名

首 都 圏 で

夜 職 に 従

事 す る若

年女性

延   ベ
2,979:名

5,900

公的
め外
の協
構築

機 関は じ
部 団体 と
働 体制 の

街頭アウトリーチから見え
る可視化されにくい被害実
態の共有ならびに、必要と
される支援、組織横断的な
支援体制の構築に係る提言
の実施

令和 4年

4月 1日

～翌 3月

31日

随所 1名

警察、自治

体、民間団

体、医療機

関、大学他

約 150名 736

啓発活動及び
政策提言

中央省庁、自治体、議
対する情報共有、意見
等の実施

員に
交換

令和 4年

4月 1日

～翌 3月

31 日

随所 1名

議 員 、 警

察 、 入 管

庁 、 自治

体、米国大

使館他

約 200名 736

疋款 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 4年度
事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業が生立ヽ場合)
V7*z-, t,)
単位 :円

令 踊 ′|ヽ 三十

10,000
0

10,000

1,760,811
0

1,760,811

5,002,000
5,002,000

対面アウ トリーチの実施と性に係る困難や生きづ らさを抱える青少年
等への支援の提供事業収益

公的機関はじめ外部団体等との協働体制の構築事業収益

正会員受取会費

受取寄附金

受取利息

0

0

73.882

73.882

22

22

6

(1)人件費
給料手当

役員報酬
退職給付費用
福利厚生費
(2)その他経費
会議費
旅費交通費
諸謝金
雑費
通信運搬費
消耗品費
地代家賃
業務委託費
振込手数料
水道光熱費
保険料
諸会費
賃借料
支払手数料

44,123
306,623
1,950,000
3,850
15,274
2,044,922
2,415,000
197,300
330
52,062
31,420
600
13,492
297.220

7,372,216

7.|

印刷製本費
会議費
旅費交通費
通信運搬費
支払手数料
消耗品費
接待交際費
租税公課

役員報酬

給料手当
退職給付費用

370
5,580
6,750
14,233
650
130

5,400
4,200

37.31

37.31

7.

12 814期 額  【A】 一 B

過年度損益修正益

災害損失

期

味 財 産 1

874,021
0

11 207

怖設隼
=入
評価幕

3 受収助威宝手

=取
助成金

4 争 栗 収 益

収  益  計
経 常 費 用

経 常 外 収 襦

固 定 資 産 売 却 益

】 経 営 外 看 用

-56, Rl`

法人祝、住民祝及び畢栗祝  ・・・0
爺期組織T昧財産編  ・・・(3)



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

V7* =* . )\J

令   額

2

2

敷金

3

現金預金

普通預金
101,566
5,481,030

10

5,48

5

408,000 408,000

【A】 資 産 合 計 ①十② 5,990,596

5,679,389 5,679,389未払金

2

874,021
562.814)-562,814

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 十 【B-2】 5,990,596

科 日 ′lヽ 冨十・ 合・冨十

408 000

874.

Rll フ〔】′



16 28

2022年度計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人レスキュー・ハブ

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 NPO法人会計基準
協議会)に よっています。
(1)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によつています。

2.事 業費の内訳

の を抱える 年等への支援の提供

※2:公的機関はじめ外部団体等との協働体制の構築
※3:啓発活動および政策提言の実施

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らか
にするために必要な事項

事業費と管理費の按分方法

事業部門と管理部門間では按分は行っていませんが、各事業部門共通経費は従事割合に基づき、ア

ウトリーチ事業 :協働体制構築事業 :啓発・政策提言事業=8:1:1で 按分しました。

4

科 目
アウトリーチ事業
※ 1

協働体制構築事業
※ 2

啓発・政策提言事
業※ 3

事業部門計

195,000
19,730

4,412
30,658
1,527

204,491
5,206
241,500
3,140
60

33

1,346

29,722
385

195,000
19,730
4,411
30,665
1,527

204,491
5,206
241,500
3,140
60

33

1,346

29,722
385

1,950,000
197,300
44,123
306,623
15,274

2,044,922
52,062
2,415,000
31,420
600

330

13,492

297,220
3,850

1,560,000
157,840
35,300
245,300
12,220

1,635,940
41,650
1,932,000
25,140
480

264

10,800

237,776
3,080

(1)人件費
給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費
諸謝金

業務委託費
会議費 (事業)
旅費交通費 (事業)
通信運搬費 (事業)
消耗品費 (事業)
水道光熱費 (事業)
地代家賃 (事業)
保険料 (事業)
諸会費 (事業)
振込手数料 (事業)
賃借料 (事業)
支払手数料 (事業)
雑費 (事業)

その他経費計
合計

737,210
737,210

737,216
737,216

72,216
72,216

内、役員との取引
内、近親者及び支
配法人との取引

科 目
計算書類に計上さ
れた金額

5,676,3895,679,389

5,676,389 5,676,389

活動計算書計

(貸借対照表 )

未払金

(活動計算書 )

貸借対照表計

1:



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和 4年度 財産目録
事 業 報 告 用

人 レ a-. l\)

単位 :円
金 ′lヽ 計

101,566

2,409,048
3,071,982

5,582,596
5,582,596

現金預金
手元現金
三菱UFJ銀 行
三菱UFJ銀 行

渋谷明治通支店
渋谷明治通支店

普通預金

普通預金 2(無利息 )

5,582,59

(1)有 形固定資産

(2)無 形固定資産

408,000

408,000
(3)投 資その他の資産
敷金

408 000

【A】 資 産 合 計 ①+② 5,990,596

(5,679,389)

5,679,389
5,679,389

未払金

5 679.

5,679,389【B-1】 負 債 合 計 ③+④

311,207【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】

層ヨ σ
' 
樹∫

・
 
・
 
・ (1)

帝重h色 倍1

.. .G)
2

L

...14)



書式第 18号 (法第 28条関係 )
事 業 報 告 用

令和 4年度年間役員名簿J前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並にこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法 レス a.-.1\)

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

И 以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
И 各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
(どちらかに○)

(フ リガナ )
報酬の有無
(ど ちらかに○)

役職名等
氏   名

1

/~ヽ

り
監事
サカモ ト アラタ

有 理事長
坂本 新

2

/~ヽ

足ヲ監事
ヤマモ ト ユ ウイチ

ロウ
副理事長

山本 雄一朗

3 監事理事

アライ カズキ
有

荒井 和樹

4

⌒

k翌ヲ
・監事 ウツミ カオリ 有

内海 香里

5

⌒

理事へξ翌ヲ
イナバ ヒロシ

有

稲葉 寛史

6 理事・監事 有 。無

7 理事・監事 有 。無

8 理事・監事 有 。無

9 理事・監事 有・無

10 理事・監事 有 。無

右 /征 ヽ口
ヽソ



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )
設立 口事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人レスキュー・ハブ

氏    名

1

坂本 新

2

山本 雄―朗

3

荒井 和樹

4

内海 香里

5

坂爪 真吾

6

堀川 健太郎

7

関口 宏聡

8

渡邊 美代子

9

土田 毅

10

中谷 義則

11

中島 一茂

12

山下 彩沙


